


































The Transformation of Business Environment of Hong Kong in 1990s 
-The Political and Economic Impact Associated with the Transition 
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1984 年 12 月に調印された英中共同声明（中国の鄧小平副首相（当時）と英国のサッチャー



















































 1984 年 12 月、英国のサッチャー首相と中国の最高実力者鄧小平氏の間で、1997 年 7 月
1 日をもって香港全域の主権を返還されることが合意された4。この際、返還後 50 年間は
「資本主義の生活様式」を変えないと保証された。「資本主義の生活様式」とは英国の統治






は返還直前の 1995 年の選出立法議員は任期の 4 年を、1997 年をまたいで務めるという構
想であった5。最後の総督として 1992 年に赴任した元英国保守党幹事長、クリストファー・
パッテン総督は返還まで 2 年を残して到来する 1995 年選挙制度改革に着手し、業界団体や
選挙人による選出枠に対して、有権者一人一人の投票で選出される議席数の拡大を図り、
香港流の政治的自由の確保を下支えしようとしたが、中国政府はこれに猛烈に反発し、結
局、その選挙で選ばれた議員の任期である 4 年のうち、後半の 2 年が香港返還後にまたがっ
ても構わないとする「直通列車構想」は取り消された。ここに、政治的な意味で、香港は









































113 ページ、原出所：香港経済日報、1993 年 5 月 11 日より筆者作成 
 
 








































江澤民総書記・国家主席（1992 年 3 月） 
王漢賦全国人民代表大会副委員長（1993 年 6 月） 
 
江澤民総書記・国家主席（1992 年 3 月）、銭其琛外相（1992 年
12 月） 
王漢賦全国人民代表大会副委員長（1993 年 6 月）、魯平香港マ
カオ弁公室主任（1992 年 10 月） 
会見を申し込まず。 
李鵬首相（1992 年 5 月）、呉学謙副首相（1991 年 1 月） 
出所：小林守他「香港返還－97 年問題と今後の香港シナリオ－」（1996 年）日本能率協会マネジメントセンター、
114 ページ、原出所：香港紙「連合報」1993 年 7 月 29 日より筆者作成 
 
図表３：立法会選挙における 1995 年（返還前）と 1998 年（返還後）の選挙制度の比較 
選挙制度枠 定数 
選挙枠 
1995 年選挙 1998 年選挙 
普通選挙 20 定数１の小選挙区 定数 3～5 の中選挙区および比例
代表制 
職能別選挙 30 21 選挙区は 1991 年選挙時の職能
別選挙を踏襲。新設の 9 選挙区で
有権者数を大幅に拡大。全有権者
数 115 万人 
全選挙区で有権者数を制限。全有






倉田徹「中国返還後の香港－『小さな冷戦』と一国二制度の展開－」名古屋大学出版局 2009 年、109 ページ 














































122 ページ 原出所：香港紙「明報」1992 年 10 月 20 日より筆者作成 
－ 8 － 
経済的な不安定化につながるものであるため、香港市民の心情は矛盾した苦しいもので
あったことが推察されよう。 























































係者に広がり、この結果、1992 年初頭には 6000 ポイント台前後であった香港株価指数（ハ
ンセン指数）は 10,000 ポイントを突破し、上昇していった。 
 中国国内では当時すでに上海、深圳の 2 都市に株式市場が設けられていたが、Ａ株、Ｂ
株の 2 カテゴリーに峻別されており、主要なＡ株のカテゴリーには外国人投資家が売買で



















上場国有企業名 産業分野 本社所在地 上場時期 
青島ビール 食品加工（ビール製造） 山東省 1993 年 7 月 
上海石油化学 石油化学製品 上海市 同上 
北京人民印刷機械 印刷機械製造 北京市 1993 年 8 月 
広州造船 造船、修船 広東省 同上 
馬鞍山鋼鉄 鋼材生産 江蘇省 1993 年 11 月 
混明機床 工作機械 雲南省 1993 年 12 月 
儀征化繊 合繊生産 安徽省 1994 年 3 月 
渤海石油化学 石油化学製品 四川省 1994 年 4 月 
東方電器 発電機等重電機器製造 天津市 1994 年 5 月 
出所：牧野昇/三菱総合研究所「全予測アジア 1995」ダイヤモンド社 169 ページ 








図表６：主要国・地域の株式市場および債券市場の規模の比較（対 GDP 比較） 
国・地域 株式時価総額（%） 債権市場規模（%） 
1985 年 1995 年 1989 年 1994 年 
日本 72.9 71.8 65.5 73.7 
米国 57.6 94.6 89.8 110.2 
ドイツ 29.8 23.9 65.5 89.5 
香港 99.0 211.4 0.2 8.7 
シンガポール 63.1 173.9 77.1 72.4 
台湾 16.5 71.8 11.5 9.8 
韓国 7.8 39.9 38.9 42.8 
中国 － 6.0 6.8 6.5 









































































出所：三菱総合研究所「全予測アジア 1995」1995 年、172 ページ 











































 この香港と中国大陸の間の自由貿易協定である CEPA（Closer Economic Partnership 
Agreement）は FTA（Free Trade Agreement:自由貿易協定）という名称がつかわれていない

















－ 16 － 
トを提供しようとするものも含まれている。CEPA の主な内容は（１）香港から中国に輸
出する電機・電子製品、アパレル・繊維製品など 274 品目の香港製品に関するゼロ関税の
実施（「香港製品」＝香港における主要加工工程の発生、付加価値基準 FOB 価格の 30％な
どで対象を基準化）、（２）非関税措置の不適用、（３）アンチダンピング関税の不適用、（４）











事実、対象品目の拡大を行った直後の 2006 年の 1 月～5 月累計のゼロ関税適用品の輸出
額は 11 億 1,700 億香港ドルとなり、前年同期比の 2.7 倍に躍進した。実際に中国・広東省
側でも「CEPA は広東－香港貿易の推進力となっており、2006 年に広東が香港から輸入し
た CEPA 活用の貨物は 3.2 億米ドル（対前年比 28％増）で、ゼロ関税および優遇関税の対

















1992 年 6.0%、1993 年 6.1%から 1994 年には 5.4%、1995 年 4.6%と漸減していった。他方、外
資系企業の香港の投資環境に対する信頼にはさほど悪影響を及ぼさなかった。2000 年代に
入ってからもこの状態は続いていった。 
 たとえば、図表 9 の香港と区別行政区政府による「2004 年香港における外国企業地域事
務所年次調査」によると 2004 年 6 月調査時点で「地域統括本部」（香港以外に 1 箇所以上
の国・地域に設けられた各事務所の業務を監督し、香港外の親会社に頻繁に照会すること
なく、事業経営を行う事務所）1098 社、「地域事務所」（香港以外に 1 箇所以上の国・地域
に設けられた各事務所や事業の調整をはかり、香港外の親会社もしくは地域統括本部に頻
繁に照会しながら事業経営を行っている事務所）2511 社であり、2004 年調査では地域統括
本部 966 社、地域事務所 2241 社であり、それぞれ、132 社（13.6％）、270 社（12.2%）の
増加となった。また、「現地事務所」（香港外の親会社のために香港内でのみ業務を行う事






















で最も多いのは米国企業であり、米国が統括本部 256 社、地域事務所 557 社、現地事務所
402 社である。日本企業は米国企業についで香港に事務所をおいており、地域統括本部、



























地域統括本部 6  
2  






行われた。1995 年現在、香港にある台湾企業は登録数ベースで 3000 社以上、投資額で 40
億ドル以上となっている。 




















































































撮影：筆者（2010 年 12 月） 



























返還後 20 年後の 2017 年の行政長官選挙からは直接選挙が実施されることになっている
が、2013 年 3 月に選ばれた中国共産党トップ 7 人（中国共産党政治局常務委員）のうちの
一人、兪正声政治協商会議主席は中国政府に悲観的な行政長官の選出は認めない、と発言
をしている。また、全国人民代表大会の法律委員会の喬暁陽主任は香港立法議会の親中派
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1 "The Basic Law of the Hong Kong Special Administrative Region of the Peoples Republic of China" 
2 「社会主義市場経済」を提起した 1992 年 10 月第 14 回中国共産党大会および「市場経済 50 か条
プログラム」を明記した 1993 年 11 月第 14 期第三回中央委員総会にこの考えが現れている。 













ならず、前 2 条約の「割譲」地域までも英国が中国に返還するものである。 
5 いわゆる「直通列車構想」である。 
6 いわゆる「バックドアリスティング」（裏口からの上場）と言われる。 
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